
１．相続分とは

相続分には、以下の２つがあります。
①法定相続分：被相続人の相続にあたり、各相続人の取り分として民法上定められた相続分
②指定相続分：被相続人が遺言によって指定する相続分

相続分について

本コラムにおいては
「相続分」について、紹介します。

１．相続分とは

２．相続税の計算における法定相続分

３．相続分の放棄

４．相続分の譲渡

５．判例

６．相続分の譲渡における課税関係

７．法定相続分と課税に関するQ&A
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右記目次に倣い、法務上のポイント、
税務上のポイントを交えながら解説し
ていきます。

被相続人

第2順位
（父母等の直系尊属）

配偶者

第1順位
（子）

①配偶者 1/2     
②子 1/2

第3順位
（兄弟姉妹）

①配偶者 2/3    
②直系尊属 1/3

①配偶者 3/4
②兄弟姉妹 1/4

成立要件

法定相続分も指定相続分も、相続人間の遺産分割協議で合意ができれば異なる内容に
よる相続をすることができます。

法務ポイント

ホウムちゃん

※配偶者は常に相続人となり、相続分
を取得する
※そのほかの法定相続人は相続順位に
より相続分を取得する
※同順位の法定相続人が複数いる場合、
その人数で均等割りとなる

①法定相続分 ②指定相続分

配偶者B被相続人A

遺言

「Cの相続分は
1/2とする」

子C 子D 子E
1/2 1/2×1/2×1/2

=1/8

1/2×1/2
=1/4

1/2×1/2×1/2
=1/8

※相続分の指定は遺言でしなければならない



同じ課税遺産総額であっても法定相続分が異なれば、相続税の総額も異なります。

例）課税遺産総額が10億円であった場合
■ 相続人が配偶者と子2人であったとき
【法定相続分相当額】 【相続税総額】
配偶者：10億円×1/2＝5億円 （5億円×50％※）＋（2.5億円×45％※×子2人）
子1人：10億円×1/4＝2.5億円 ＝4.75億円

■ 相続人が子5人であったとき
【法定相続分相当額】 【相続税総額】
子１人：10億円×1/5＝2億円 2億円×40％※×5人＝4億円

２．相続税の計算における法定相続分
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日本では、相続税の総額を法定相続人の数と法定相続分によって計算し、それを各人の取得
財産額に応じ按分して税額を計算する方式（法定相続分課税方式）が採られています。

出典：https://www.cao.go.jp/zei-cho/content/2zen4kai2-1.pdf 内閣府税制調査会（2020年11月13日）資料一覧【総4-2】加工して作成

ゼイムちゃん

税務ポイント

上記のとおり相続税の総額を算出してから、各人の相続割合で按分して各人の納税額を算定
します。したがって、各相続人の相続財産額に税率を乗じて相続税を計算するのではありま
せんので、ご注意ください。

※超過累進税率による税額の調整は省略



相続分の譲渡とは、相続が開始してから遺産分割までの間に、相続人が自分の相続分を譲り渡す
ことをいいます。
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３．相続分の放棄

４．相続分の譲渡

被相続人 配偶者

子A 子B
（1/4）
⇒（1/3）

相続分の放棄とは、相続が開始してから遺産分割までの間に遺産分割において自己の取得分がない
ものとする旨の一方的な意思の表示をいいます。

（1/4）
⇒（0）

ホウムちゃん

法務ポイント

相続放棄の場合は相続人の地位自体失いますが、相続分の譲渡や相続分の放棄の場合
は相続人としての地位を失うわけではないので、相続財務の負担は免れません。

方式

効果

法律上定めはありませんが、実務上は本人の署名、実印による押印、印鑑証明書の添付が求められます。
（※相続放棄と異なり、裁判所での申述も不要）

放棄者の相続分は他の共同相続人の各人の相続分の割合に従い分配され、各相続人に帰属することにな
ります。ただし、相続人としての地位を失うわけではないので、放棄者は相続債務の負担義務は免れま
せん。

子Bが相続分を放棄した場合

子Bが放棄した相続分1/4を配偶者と子Aが相続
分割合（1/2:1/4）で分配することになり、相続
分は以下のようになります。

配偶者：1/2+（1/4×2/3）＝2/3
子A ：1/4+（1/4×1/3）＝1/3

memo
（1/2）⇒（2/3）

方式

効果

法律上定めはなく、口頭でも書面でも行うことができます。ただし、紛争防止の観点から書面作成を
しておくことが望ましいといえます。

譲渡
対象

一部
譲渡

相続分の譲渡は他の相続人だけでなく相続人以外の第三者に対しても行うことができます。

持分割合の一部譲渡も可能です（※個別財産の一部譲渡はできません）。

相続分の譲受人は、譲渡人が相続財産に対して有する相続分をそのまま取得し、遺産分割手続きに関
与することができます。ただし、債権者の関与なく譲渡が行われるため、譲渡人が対外的に相続債務
を免れるものではありません。

相続分の譲渡を行い第三者が相続関係に介入してくると、相続関係が複雑になります。
これに対応するため、民法では相続人以外の第三者に譲渡された場合、以下の要件を
充足すれば相続分の取戻権（民法905条）を行使することが認められています。相続人
1人が単独で行うことも可能ですが、その場合は相続分は行使者に帰属すると解される
ので注意が必要です。

①相続分の譲渡から1か月以内に行使すること
②相続分を譲り受けた第三者に対して、譲渡の対象となった相続分の時価と譲渡に要
した費用を支払うこと

要件
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相続分の譲渡がなされた場合には、譲渡人が死亡した場合の
相続に際して、民法９０３条１項に定める「贈与」として、
特別受益とみなされ、相続財産への持ち戻しが必要になった
り、遺留分算定の基礎となることがあり得ますので、留意が
必要です。

税務・法務ポイント

ゼイムちゃん ホウムちゃん

相続分の譲渡が行われたときの課税関係は、次頁をご参照く
ださい。
暦年課税の対象とならない特別受益は、Bの死亡後3年以内に
Aが死亡しても、相続税の課税価格に加算する贈与財産には
含まれません。

相続人間における無償の相続分譲渡が「贈与」にあたるか

事案（最高裁平成30年10月19日）
①平成20年12月：B逝去。A及びFは、Eに対して各自の相続分を譲渡。
②平成22年8月：Aは全財産をEに相続させる旨の公正証書遺言作成。
③平成26年7月：A逝去。
④平成26年11月：CはEに対して遺留分減殺請求権を行使する旨の意思表示をした。

CはAが相続分をEに譲渡したことが「贈与」（民法903条1項）に該当し、
遺留分算定の基礎となる財産額に算入すべきと主張。
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５．判例

共同相続人間においてされた無償による相続分の譲渡は、
譲渡に係る相続分に含まれる積極財産及び消極財産の価額等を考慮して算定した当該相続
分に財産的価値があるとはいえない場合を除き、
上記譲渡をした者の相続において，民法９０３条１項に規定する「贈与」に当たる。

譲渡された相続分の価額の評価基準時については特別受益一
般と同様に相続開始時になると考えられます。

②遺言

A B

子C 子D 子E 子F

全財産を
Eに相続させる

①逝去③逝去

④遺留分減殺請求

相続分を譲渡

「Aが相続分をEに譲
渡したことが“贈与”
に該当する！」る

遺留分算定の基礎となる財産額に、
AがEに譲渡した相続分を算入すべきか？



ゼイムちゃん

６．相続分の譲渡における課税関係
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相続人は自分の相続分を他者に譲渡することができます。
ただし、譲受者が誰であるかによって課税関係が異なります。

被相続人 配偶者

子A 子B

（1/2）⇒（0）

（1/4）⇒（3/4）（1/4）

１ 相続人から相続人へ相続分の譲渡があった場合

相続人である配偶者がその相続分の全部を、同じく相続人である子Ｂに譲渡

譲渡人
（相続人）

譲受人
（相続人）

無償譲渡 －
元々の相続分と
合算して相続税

有償譲渡
譲渡対価に
相続税

元々の相続分と
合算し、譲受対
価を控除した額
に相続税

相続人である配偶者がその相続分の全部を、相続人ではないC氏に譲渡

被相続人 配偶者

子A 子B

（1/2）⇒（0）

（1/4）（1/4）

C氏 （0）⇒（1/2）

譲渡人
（相続人）

譲受人
（相続人以外）

無償譲渡 相続税 贈与税

有償譲渡
相続税と
譲渡所得税

－
（低額譲受の場
合には贈与税）

税務ポイント

相続人以外の人へ相続分を譲渡した場合には、一旦相続し、その後譲渡した
ものとして課税されます。したがって、相続分の譲渡による課税上のメリッ
トはありません。

遺産の中に不動産が含まれている場合の不動産登記も上記と同様で、一旦
（共同）相続登記を行い、その後、譲渡人から譲受人への持分移転登記を行
うことになります。

相続人から相続人以外へ相続分の譲渡があった場合2



７．法定相続分と課税に関するQ&A
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法定相続人が配偶者・長男・長女であった場合に、長男と長女が相続放棄して、相続人が配偶者と被
相続人の兄弟になった。（被相続人の両親は既に死亡）

相続税の総額の計算においては、相続放棄した人がいても、その放棄がなかったものとした
場合の法定相続人で計算を行います。
したがって、配偶者・長男・長女が法定相続人であり、その法定相続分で課税遺産総額を按
分し、相続税の総額の計算を行います。

相続人の一人が相続放棄した場合、相続税の総額の計算に影響はあるか？Q

A 相続放棄がなかったものとして相続税の総額の計算を行います。

相続放棄によって相続人に変更が生じた場合には、課税価格に加算する贈与財産（被相続人
からその相続開始前3年以内に暦年課税に係る贈与によって取得した財産）も変わります。
これによって、課税遺産総額には変更がある可能性がありますので、ご留意ください。

民法において、「遺産の分割は、遺産に属する物又は権利の種類及び性質、各相続人の年齢、
職業、心身の状態及び生活の状況その他一切の事情を考慮してこれをする」と規定されてい
ます。したがって、必ずしも法定相続分どおりに遺産分割されることは想定されておらず、
法定相続分と実際の相続割合が異なっても、その差額について贈与税が課されることはあり
ません。

法定相続分とは異なる相続割合で遺産分割した場合、差額に課税はあるか？Q

A 法定相続分と実際の相続割合の差額について、相続税以外に贈与税が課さ
れることはありません。

相続放棄した人は、初めから相続人ではなかった者として扱われますので、相続放棄した人
の代襲相続は認められません。つまり、長男と長女の子に相続権は生じません。

memo

被相続人

遺言

配偶者

【被相続人の財産】合計 2億円
自宅 5,000万円・・・配偶者 （法定相続分1/2⇒1億円）
自社株式 8,000万円・・・長男 （法定相続分1/4⇒5,000万円）
現金 7,000万円・・・長女 （法定相続分1/4⇒5,000万円）
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